
１ 重要な会計方針

（1） 有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　満期保有目的の債券 …… 償却原価法(定額法)を採用している。

（2） 固定資産の減価償却の方法

　　　　有形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

（3） リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「その他固定資産」中のリース資産の減価償却は、

　　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

（4）  求償債権の償却

「求償債権償却事務取扱要領」に基づき実施している。

（5） 引当金の計上基準

①　保証債務損失引当金 保証債務にかかる損失に備えるため、期末における保証債務残高に対

し回収見積額を控除した過去３年間の保証履行実績率を基準として、

保証履行によって発生する損失見込額を計上している。

②　求償債権償却引当金 求償債権の貸倒れによる損失に備えるため、期末求償債権残高から過

去３年間の求償債権回収率を考慮した額を控除し、その残額を計上し

ている。

③　退 職 給 付 引 当 金 職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務の見込

額を計上している。

なお、退職給付債務の計算については、簡便法を採用している。

役員の退職給付に備えるため、内規に基づき算定した当年度末におけ

る退職慰労金の見込額を計上している。

        キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手元現金、随時引き出し可能な預金からなっている。 

（7） 消費税等の会計処理

税込み方式によっている。

６ 財務諸表に対する注記

　　「公益法人会計基準」（内閣府公益認定等委員会　平成２０年４月１１日　平成２１年１０月１６日改正）

 を採用している。

④　役員退職慰労引当金

（6） キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲



２ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

 　円滑化法求償債権償却対応積立資金（特定費用準備資金）から50百万円取り崩した。

   保証利用促進活動対応準備資金（特定費用準備資金）から829百万円取り崩した。

（単位：円）

基本財産
普通預金
定期預金
投資有価証券

特定資産

３ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は次のとおりである。

基本財産

普通預金

定期預金

投資有価証券

特定資産

４ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりである。

合　　　計

14,494,637                  

退 職 給 付 引 当 資 産

-                        -                        

当期末残高

(5,046,000,000)

(1,672,000,000)

(300,000,000)

-                        

(33,780,321,724)

829,000,000         

-                        保証利用促進活動対応準備資金 5,046,000,000

138,608,328                      147,579,906                 

(14,700,000,000)

-                        -                        

15,628,005                       

5,046,000,000      

27,000,781,857

79,073,226

61,539,867

14,899,426,774

21,500,000

1,672,000,000      

　 　　(単位：円)

(14,599,426,774)

8,301,535,718      

8,002,797,936      債務保証事業積立資産 26,399,189,639   

小　　　計

58,108,947         

科　　　　　目

1,672,000,000

債務保証事業積立資産

小　　　計

円滑化法求償債権償却対応積立資金

33,780,321,724

(300,000,000)

当期末残高

27,000,781,857     
21,330,000          

50,000,000          

(27,000,781,857)

-                        

15,000,000,000

  うち指定正味財産
  からの充当額

-                        

33,780,321,724     

-                        

-                        

7,401,205,718      
61,539,867           

  うち負債に対応する
　額

48,780,321,724     

(21,500,000)

-                        

(79,073,226)

(14,700,000,000)

-                        

21,500,000           

24,760,920          

  うち一般正味財産
  からの充当額

21,500,000         

15,000,000,000   

小　　　計

合　　　計

-                        

(300,000,000)

円滑化法求償債権償却対応積立資金

退 職 給 付 引 当 資 産

8,027,558,856      
11,030,681,909    

-                        

11,304,658,771    

5,875,000,000     
1,722,000,000     

保証利用促進活動対応準備資金

34,054,298,586   
49,054,298,586   

3,003,123,053      小　　　計

-                        -                        

-                        

28,593,649                         

(61,539,867)-                        

当期増加額

76,764,495         

3,003,123,053      

当期減少額 当期末残高

-                        -                        

15,000,000,000     
14,899,426,774     3,002,715,892      14,901,735,505   3,000,407,161      

2,715,892            407,161               79,073,226           

科　　　　　目 前期末残高

48,780,321,724

18,742,854                         

　　 　(単位：円)

34,370,859                  
879,217                              建　　　　物

ソフトウエア

取得価額科　　　目

8,971,578                           
合　　　計 196,445,402                 167,851,753                      

13,615,420                       
減価償却累計額

(33,780,321,724)

リース資産



５ 金融商品の状況に関する事項

　 ア　資産運用規程に基づく取引

        金融商品の取引は、当法人の資産運用規程に基づき行う。

　 イ　信用リスクの管理

        発行体の状況を定期的に把握している。

　 ウ　市場リスクの管理

        時価を定期的に把握し、理事会に報告する。

    期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りである。

　特定資産　債務保証事業積立資産

(注)　金融商品の時価の算定方法に関する事項

　　   投資有価証券及び債務保証事業積立資産

 これらの時価については、取引金融機関から提示された価格によっている。

６ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりである。

特定資産　債務保証事業積立資産

（第39回地方公共団体金融機構債
 他23件）

6,700,000,000      6,737,430,000      37,430,000           

11,399,926,158    11,496,700,000    96,773,842           

(第129回政府保証日本高速道路
 保有・ 債務返済機構債券他51件)

12,628,340,000    

　事業債

　国　 債

 地方債

　事業債

(第316回利付国債他11件)

(第94回共同発行地方債他57件）

　基本財産　投資有価証券 15,082,960,000 183,533,226 

      3,135,780,000 36,388,334           

合　　　計 41,900,208,631    42,343,780,000    443,571,369         

小　　　計 27,000,781,857    27,260,820,000    260,038,143         

基本財産

      4,899,426,774       5,000,260,000 100,833,226         

 地方債 （第731回東京都公募公債他10件）

　国　 債 （第326回利付国債他7件）

3,300,000,000      3,345,270,000      45,270,000           

小　　　計 14,899,426,774    15,082,960,000    183,533,226         

      3,099,391,666

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

　　  当法人は、公益目的事業の財源の相当部分を運用益によって賄うため、預貯金及び元本保証の

   確定利付の国内債券により資産運用する。

14,899,426,774 

260,038,143 27,000,781,857 

貸借対照表計上額

(1)　金融商品に対する取り組み方針

差   　 額

(２)　金融商品の内容及びそのリスク

(単位：円)

時　　価

27,260,820,000 

12,501,464,033    126,875,967         

　　　投資有価証券は、債券であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスクにさらされている。

(３)　金融商品にかかるリスク管理体制

(４)  金融商品の時価等に関する事項

科　　　　目

(単位：円)



７ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円）

経常収益への振替額

基本財産受取利息

８ キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

（１）　現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に記載されている金額との関係は以下のとおりである。

（2）　重要な非資金取引は、以下のとおりである。

該当事項なし。

９ リース取引関係

 

10　退職給付関係　　

        退職一時金制度を採用している。

        退職給付債務　 　　 61,539,867円     退職給付引当金　　61,539,867円

        勤務費用　　  　  　   24,760,920円　　退職給付費用　　　 24,760,920円

        （注）退職給付債務の算定方法として、簡便法を採用している。

（３）　退職給付費用に関する事項

　　  リース資産の内容

リース資産　……　システム関連固定資産（サーバー及びパソコン等）である。

（１）　採用している退職給付制度の概要

（２）　退職給付債務に関する事項

(単位：円）
前期末 当期末

現金預金勘定        　　　　  　　           5,452,678,246

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 　　　　　           - 

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

現金及び現金同等物                        5,452,678,246

現金預金勘定        　　　　                6,196,324,408

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 　　            　  -

現金及び現金同等物                       6,196,324,408

内　　　　　容 金　　額

1,735,465

合　　　　計 1,735,465           


